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要約：本研究の目的は，口腔保健行動の３つの要因（口腔清掃行動，摂食行動，歯科受診・受療行動）を内
包した口腔保健行動に対する自己効力感を測定する尺度を開発することを目的とした。調査対象は，大学生
623名を対象に，集合調査法による質問紙調査を行った。調査内容は，対象者の基本的属性，口腔衛生状態
や口腔保健行動に関する質問，口腔保健行動に対する自己効力感尺度の原案への回答を求めた。探索的因子
分析の結果，口腔保健行動に対する自己効力感尺度では，「摂食行動」，「歯科受診・受療行動」，「ブラッシ
ング行動」，「オーラルケア用品使用行動」の４因子11項目が抽出され，各因子のα係数は十分な値を示した。
検証的因子分析の結果，適合度指標は GFI＝.965，AGFI＝.939，CFI＝.971，RMSEA＝.059を示し，本尺度
の構成概念妥当性が確認された。以上のことから，本尺度は信頼性と妥当性を兼ね備え，大学生における口
腔保健行動に対する自己効力感を測定することが可能な尺度であると言える。今後，多世代を対象に，本尺
度の汎用性を検討したい。
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１）岐阜聖徳学園大学教育学部
Ⅰ．緒言
　歯・口腔の健康は，食事や会話の楽しみを保つ上
で重要であり，心身の健康や社会的な健康に大きく
寄 与 す る（Miura et al., 2010；Petersen, 2009；
Shimazaki et al., 2001）。そのため，健全な口腔状
態を維持するためにも，口腔衛生に寄与する口腔保
健行動（深井，2003）を促進させる必要性がある。
しかしながら，青年期における口腔保健行動の実施
割合は，あまり好ましくない状況にある。例えば，
大学生の口腔保健行動を調べた結果，デンタルフロ
スなどの歯間部清掃用器具の実施率は，約10％に留
まり，「一度もしていない・滅多に行わない」者は，
回答者全体（605名）の約80％であった（尼崎他，
2014）。また，同調査において，過去1年間の歯科受
診頻度は，約50％は全く定期健診を行っていないこ
とが明らかとなった（尼崎他，2014）。その他の大
学生を対象とした調査においても，口腔保健行動の
実施率が低いことが報告されている（中村他，
2012）。
　我が国の超高齢社会の進展を踏まえ，健康寿命の
延伸が求められている中で，生涯を通じて歯科疾患
を予防し，歯の喪失を抑制することは，高齢期での
口腔機能の維持につながるものだと考えられる。し
かし，現状の若年層の口腔保健行動では，将来の
歯・口腔の健康を損なうだけでなく，健康寿命を縮
める恐れがある。そのため，今まで以上に，若年層
に対しての口腔保健行動を促進する働きかけが必要
だと考えられる。
　口腔保健行動を促進させる働きかけの１つに，口
腔保健行動に対する自己効力感を高める必要がある
（Hollister & Anema, 2004）。 自 己 効 力 感 と は，
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３．調査内容
１）属性
　調査対象者の年齢，性別の回答を求めた。また，
対象者の口腔衛生状態や口腔保健行動に関する質問
として，１日の歯磨きの回数，１日の歯磨きの平均
時間（分），１日におけるデンタルフロスや歯間ブ
ラシの使用回数，過去１年間の歯科健診の受診回
数，むし歯・歯周病予防の薬剤（フッ化物等）配合
の歯磨き粉の使用の有無，間食としての甘味食品・
飲料の習慣（１日３回以上）の有無，喫煙習慣の有
無，虫歯や歯周病の有無，歯ブラシの交換頻度，過
去３ヶ月間のデンタルフロス・歯間ブラシの使用頻
度，過去１年間の歯科定期健診の受診頻度の回答を
求めた。
２）口腔保健行動の自己効力感尺度の原案
　口腔保健行動に対する自己効力感を測定するため
に，第１著者が原案を作成し，第２著者と合議のも
とで，各質問項目が持つ意味合いについて検討した
後，17項目を原案として準備した。各項目への回答
は，「１：確実にできないと思う」，「２：あまりで
きないと思う」，「３：まあまあできると思う」，「４：
大体できると思う」，「５：確実にできると思う」の
５件法で求めた。
４．統計処理
　まず，対象者の口腔衛生状態や口腔保健行動に関
する質問に対して，単純集計を行なった。
　次に，口腔保健行動に対する自己効力感を測定す
る尺度の因子構造を検討するために，探索的因子分
析（最尤法・Promax 回転）を行った。また，本尺
度の信頼性を検討するために，Cronbach のα係数
を算出した。さらに，本尺度の構成概念妥当性を検
討するために，共分散構造分析による検証的因子分
析を行った。推定方法は，最尤法を用い，モデルの
識別性を確保するために，各潜在変数の分散を１に
固定し，誤差変数から観測変数への各パスを１に固
定した。モデルのデータへの適合性の検討には，
GFI，AGFI，CFI，RMSEA を用いた。本研究では，
GFI，AGFI および CFI の値が，0.90以上の場合に
モデルの当てはまりが良いと判断し（山本・小野
Bandura（1977）の社会的学習理論の中で提唱され
た概念であり，個人がある状況において必要な行動
を効果的に遂行できる能力に対する信念のことであ
る。これまでに自己効力感の測定には，対象となる
行動（例：運動）に応じて尺度開発が行われ，口腔
保健行動に関しては，五月女他（2009）が口腔保健
行動に対する自己効力感測定尺度を開発している。
口腔保健行動は，口腔清掃行動，摂食行動，歯科受
診・受療行動の３つから構成されていると考えられ
ており（深井，2003），五月女他（2009）の尺度に
おいても，これら３つの要因が含まれている。しか
しながら，五月女他（2009）の尺度では，口腔清掃
行動は歯ブラシを用いたブラッシング行動に限定さ
れており，ブラッシング行動以外の歯間衛生用具
（例：デンタルフロス，歯間ブラシ）や洗口液の使
用による口腔清掃行動が考慮されていないなどの尺
度改良の余地が残されている。
　そこで，本研究では，口腔清掃行動をブラシング
行動に限定することなく，口腔保健行動の３つの要
因（口腔清掃行動，摂食行動，歯科受診・受療行
動）を内包した口腔保健行動に対する自己効力感尺
度を開発することを目的とした。
Ⅱ．方法
１．調査時期および対象者
　2014年９月から12月に大学生623名（男性351名，
女性272名）を対象に調査を行い，その内，誤回答
がある回答者を除いた18歳−22歳の大学生610名
（ 男 性341名， 女 性269名， 平 均 年 齢18.66歳，SD
＝.595）を分析対象とした。
２．調査方法
　本調査は，大学講義内で質問紙の配布と回収を行
う集合調査法による横断調査を実施した。調査の倫
理的な配慮として，調査は無記名式で行い，得られ
たデータは研究以外に使用しないこと，調査の目
的，調査協力者の自由意志による回答，個人情報の
守秘義務など，研究実施上の倫理的配慮についての
説明を紙面及び口頭で行い，その上で合意が得られ
た者からのみ回答を得た。
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形状や因子の解釈可能性の観点から４因子解が最適
であると判断した。そして，因子負荷量が .40未満
の項目および二重負荷のかかった項目を除き，４因
子で再度同様の因子分析を行った。その結果，固有
値が1.0以上を示す４因子11項目が抽出された（表
３）。
　各因子の命名は，第１因子は，飲食に関する内容
から構成されているため，「摂食行動」と命名した。
次に，第２因子は，歯科医院への受診や治療を受け
る内容から構成されているため，「歯科受診・受療
行動」と命名した。さらに，第３因子は，歯ブラシ
による口腔清掃行動に関する内容から構成されてい
るため，「ブラッシング行動」と命名した。最後に，
第４因子は，歯間清掃具や洗口剤の使用に関する内
容から構成されているため，「オーラルケア用品使
用行動」と命名した。各因子の累積寄与率は，第１
因子25.89％，第２因子41.87％，第３因子55.29％，
第４因子61.91％であった。
　尺度の内的整合性を示す Cronbach のα係数は，
第１因子はα＝ .876，第２因子はα＝.807，第３因
子はα＝.813，第４因子はα＝.703であり，内部一
貫性が認められた。また，口腔保健行動に対する自
己効力感尺度の適合度は，GFI＝.965，AGFI＝.939，
CFI＝.971，RMSEA＝.059であり，このことから，
本尺度には構成概念妥当性が認められたと判断し
た。なお，各因子の記述統計は表４に示し，得点が
高いほど各因子の行動に対しての自己効力感が高い
ことを意味している。
３．口腔保健行動に対する自己効力感尺度における
性差の検討
　口腔保健行動に対する自己効力感尺度の各因子に
男女差が認められるか，t 検定によって検討した結
寺，2002），RMSEA は，0.1以下の場合にモデルの
当てはまりが十分であると判断した（田部井，
2011）。
　最後に，口腔保健行動に対する自己効力感尺度の
各因子において，性差が認められるか t 検定によっ
て検討した。
　なお，本研究の分析には，IBM SPSS Statistics 
20.0および IBM Amos 20J を用いた。
Ⅲ．結果
１．対象者の属性
　本調査の対象者である大学生の口腔保健行動に関
して，１日あたりの実施平均回数は2.03回であり，
１回あたり平均5.76分のブラッシングを行なってい
た。また，１日のデンタルフロスや歯間ブラシの使
用平均回数は0.24回であり，過去１年間の歯科健診
の受診平均回数は1.18回であった（表１）。また，
う触等の予防のための薬剤配合歯磨き粉の使用者は
全体の53.3％であり，甘味食品・飲料の間食習慣が
ある者は全体の32.8％であり，喫煙習慣がない者は
全体の99.3％であり，２ヶ月に１回程度の頻度で歯
ブラシを交換する者が28.5％であり，過去３ヶ月間
にデンタルフロス等の歯間清掃用具をめったに行な
わない者が39.7％であり，32.3％が１年に１回程度
の定期歯科健診の受診を行っていた（表２）。口腔
衛生状況に関しては，虫歯や歯周病がないと報告す
る者は全体の79％であった（表２）。
２．口腔保健行動における自己効力感尺度
　口腔保健行動に対する自己効力感を測定するため
に準備項目として用意した17項目に対して，探索的
因子分析を行った。その結果，スクリープロットの
（N=610）
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t（608）＝.137，n.s.，オーラルケア用品使用行動：t
（608）＝1.873，n.s.）（表５）。
果，いずれの因子においても性差は認められなかっ
た（摂食行動：t（608）＝.921，n.s.，歯科受診・受
療行動：t（608）＝1.941，n.s.，ブラッシング行動：
17
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虫歯や歯周病予防の洗口剤（デンタルリンス・マウスウォッシュ）を積極的に利用することができる
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と妥当性が確認された尺度が開発された。また，t
検定の結果から，各因子に性差が認められなかった
ことから，本尺度を利用する際に，性差を考慮に入
れた得点の算出の必要性はないことが示された。
　う蝕の予防法には，大別して２つの方法があり，
物理的な歯垢のコントロール方法と化学的な歯垢の
コントロール方法がある（米満他，2013）。物理的
な歯垢のコントロール方法は，さらに，個人で歯垢
のコントロールを行うセルフケアと歯科医師や歯科
衛生士が診察室にて行うプロフェッショナルケアに
分けることができ，化学的な歯垢のコントロール方
法には，フッ化物の使用や食事の制限などがある
（米満他，2013）。これらの方法を組み合わせること
が予防には必須であり，セルフケアで歯垢を完全に
除去することは不可能と考えられている（米満他，
2013）。本尺度では，第１因子の摂食行動に化学的
な歯垢のコントロール方法の内容が含まれ，第２因
子の歯科受診・受療行動と第３因子のブラッシング
行動において，物理的な歯垢コントロール方法の内
容が含まれている。第４因子のオーラルケア用品使
用行動には，物理的及び化学的な歯垢のコントロー
ル方法の内容が含まれている。そのため，本尺度で
はこれらの歯垢コントロールに対しての自己効力感
を測定することも可能なのかもしれない。
３．本研究の課題
　本尺度の課題として，大学生のみを調査対象とし
て，尺度開発を行っていることが挙げられる。その
ため，その他の世代においても，本尺度が同じ因子
構造を確認することができるのか，今後，本尺度の
汎用性を検討する必要がある。
　次に，近年，心理学領域では少ない項目数で構成
された超短縮版尺度が注目を集めている（小塩，
2015）。本尺度の使用場面を限定してはいないが，
本尺度を臨床場面で使用する場合には，本尺度の項
目数が多い事が懸念される。今後は，臨床場面での
利用も考慮した上で，各因子あたり１項目でも回答
できるような口腔保健行動に対する自己効力感尺度
の超短縮版を検討する必要がある。
Ⅳ．考察
１．大学生の口腔保健行動と口腔衛生状態の基礎調査
　口腔保健行動における自己効力感尺度の開発に先
立ち，大学生の口腔保健行動と口腔衛生状態の基礎
的データの収集を行なった。大学生の口腔保健行動
として，１日の歯磨きの実施回数や平均時間，過去
１ 年 間 の 歯 科 健 診 の 受 診 回 数 な ど は， 尼 崎 他
（2014）の結果と同程度であった。このことから，
本研究で示された口腔保健行動の結果は，概ね一般
的な大学生の口腔保健行動を表していると考えられ
る。しかしながら，口腔衛生状況の結果の解釈に
は，注意が必要である。本研究では，口腔衛生状態
を自己申告により，虫歯や歯周病の有無を選択式の
設問で調べた。その結果，調査対象者の79％が虫歯
や歯周病がないと回答していたが，本研究では，実
際の検診結果を反映させて，現時点での虫歯や歯周
病の有無を調査してはいない。例えば，う蝕の進行
段階として，初期段階では自覚症状がなく，進行に
伴って一過性の痛みを生じることがある（今里，
2013）。そのため，自覚症状を伴わない初期段階に
おいて，自身でう蝕であると判断するのは難しいこ
とが予想される。また，本研究の対象者における過
去１年間の歯科定期健診の実施率が低調であること
を加味すると，自記式の質問紙調査だけの結果のみ
で虫歯や歯周病がない割合から，大学生の口腔衛生
状態が良いと判断することは難しいと考えられる。
今後は，唾液中のう蝕活動性を調べる生理的指標も
用いて，大学生の口腔衛生状態を把握する必要性が
ある。
２．口腔保健行動に対する自己効力感尺度
　本研究では，口腔保健行動に対する自己効力感尺
度を開発することを目的とした。本尺度では，深井
（2003）の口腔保健行動の構成要素（口腔清掃行動，
摂食行動，歯科受診・受療行動）を含め，口腔清掃
行動をブラッシング行動に限定することなく，歯科
清掃用具の使用や洗口剤の使用も含めた包括的な口
腔清掃行動を網羅できるように企図して尺度の開発
を試みた。探索的因子分析の結果，口腔保健行動の
構成要素を含む４因子11項目から構成される信頼性
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